
機動建設工業株式会社
（単位：円）

金　額 金　額
流　動　資　産 流　動　負　債

現金及び預金 828,663,934 工事未払金 902,505,698
受取手形 137,906,809 短期借入金 195,294,300
完成工事未収入金 654,357,955 未払金 18,865,297
契約資産 1,610,360,932 未払費用 198,136,187
売掛金 4,039,000 未払法人税等 14,915,976
未成工事支出金 439,532 未払消費税 16,574,500
材料貯蔵品 11,462,353 契約負債 133,190,000
前払費用 7,103,356 預り金 7,026,257
関係会社短期貸付金 629,800,000 前受収益 6,821,072
未収入金 69,713,736 工事損失引当金 11,300,000
その他 24,004,831 役員賞与引当金 10,370,000

3,977,852,438 支払補償引当金 11,500,000
その他 260,460,467

1,786,959,754
固　定　資　産
　有形固定資産 固　定　負　債

建物・構築物 295,429,072 預り保証金 41,017,920
機械　 84,131,183 役員退職慰労引当金 80,507,084
工具器具・備品 75,828,684 完成工事補償引当金 206,250,699
土地 2,311,782,841 327,775,703

有形固定資産計 2,767,171,780
2,114,735,457

　無形固定資産
ソフトウェア 2,094,098 株主資本
電話加入権 15,180,000 　資本金 83,303,500

無形固定資産計 17,274,098 　資本剰余金
資本準備金 13,303,500
その他資本剰余金 2,344,928,877

　投資その他の資産
投資有価証券 12,897,600 資本剰余金合計 2,358,232,377
関係会社株式 90,000,000
出資金 28,000 　利益剰余金
差入保証金 15,478,801 利益準備金 25,799,287
投資不動産 36,719,759 その他利益剰余金
繰延税金資産 74,658,704 　繰越利益剰余金 2,412,875,178
その他 2,864,619 利益剰余金合計 2,438,674,465

232,647,483
4,880,210,342

3,017,093,361
4,880,210,342

6,994,945,799 6,994,945,799

固定負債合計

資　産　合　計 負債・純資産合計

負　債　合　計

株主資本合計
固定資産合計

純資産合計

純　資　産　の　部

投資その他の資産計

流動負債合計

貸　借　対　照　表
（令和７年３月３１日現在）

科　　目 科　　目

流動資産合計

資　産　の　部 負　債　の　部



個　別　注　記　表

１．重要な会計方針

（１）有価証券の評価基準及び評価方法
　　①子会社株式
　　　移動平均法による原価法

　　②その他有価証券
　　　時価のないもの
　　　移動平均法による原価法

（２）棚卸資産の評価基準及び評価方法
　　　未成工事支出金
　　　個別法による原価法（収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

　　　材料貯蔵品
　　　先入先出法による原価法（収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

（３）固定資産の減価償却の方法
　　①有形固定資産（リース資産除く）
　　　本社ビル及び平成10年4月1日以降に取得した建物（附属設備を除く）並びに
　　平成28年4月1日以降に取得した建物附属設備及び構築物については定額法、
　　その他については定率法によっております。
　　　なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

　　　　　建物・構築物　　13年～47年
　　　　　機械　　　　　　 3年～8年
　　　　　工具器具・備品　 3年～8年

　　②無形固定資産（リース資産除く）
　　　定額法によっております。
　　　なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（5年）に
　　基づく定額法によっております。

　　③リース資産
　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

（４）外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
　　　外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損
　　益として処理しております。

（５）重要な引当金の計上基準
　　①貸倒引当金
　　　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については過去一定期間における貸
　　倒実績から算出した貸倒実績率による繰入額を計上し、貸倒懸念債権等特定の債権に
　　ついては、個別に回収可能性を勘案して必要額を計上しております。

　　②完成工事補償引当金
　　　完成工事にかかる契約不適合責任に基づき要する費用に充てるため、当事業年度の
　　売上高に対する将来の見積補償額を計上しております。

　　③工事損失引当金
　　　個別工事により、将来発生見込みのある損失額を勘案し計上しております。

　　④役員賞与引当金
　　　役員に対して支給する賞与に充てるため、支給見込額のうち事業年度末日に負担
　　すべき費用を見積計上する見積計上基準により計上しております。

　　⑤役員退職慰労引当金　
　　　役員の退職慰労金の支出に備えるため、役員等退職慰労金規程に基づく当事業年度末
　　要支給額を計上しております。

　　⑥支払補償引当金
　　　機械の補償契約に基づく補償金の支払いに備えるためのものであります。



（６）収益及び費用の計上基準
　　①完成工事高の計上基準
　　　当社の主要な事業における顧客との契約から生じる収益に関する主な履行義務の内容及
　　び当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は、以下のとおりで
　　あります。
　　　建設事業においては、工事契約を締結しており、工事の進捗に応じて一定の期間にわた
　　り履行義務が充足されると判断していることから、少額又は期間がごく短い工事を除き、
　　履行義務の充足に係る進捗度に基づき収益を認識しております。なお、履行義務の充足に
　　係る進捗度の見積りは、当事業年度末までに実施した工事に関して発生した工事原価が工
　　事原価総額に占める割合をもって工事進捗度とする原価比例法によっております。
　　　また、契約の初期段階を除き、履行義務の充足に係る進捗度を合理的に見積もることが
　　できないものの、発生費用の回収が見込まれる場合は、原価回収基準により収益を認識し
　　ており、少額又は期間がごく短い工事については、工事完了時に収益を認識しております。
　　　なお、取引の対価を受領する時期は契約条件毎に異なるものの、当事業年度において取
　　引価格に重要な金融要素を含む工事契約はありません。

　　②賃貸不動産等収入の計上基準
      不動産賃貸事業は、オフィスビルの賃貸業務及びビル清掃、設備管理、保安業務等のオ
    フィスビル総合管理業務を行っております。不動産賃貸業務においては、契約上の条件が
　　履行された時点で履行義務が充足されていると判断し、当該時点で収益を認識しておりま
　　す。なお、賃貸取引については「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号 
　　2007年３月30日）の範囲に含まれるリース取引として、収益を認識しております。オフィ
　　スビル総合管理業務は顧客にサービスを提供した時点で履行義務が充足されていると判断
　　し、当該時点で収益を認識しております。

２．貸借対照表関係

（１）有形固定資産の減価償却累計額 ３，９９５，３６２千円

（２）関係会社に対する金銭債権、金銭債務

短期金銭債権 ６３１，６０３千円
短期金銭債務 １９７，７２１千円

３．税効果会計関係
（１）繰延税金資産の発生の主な原因別内訳

繰延税金資産
完成工事補償引当金 ６４，９０７千円
賞与引当金 ５６，０３９千円
役員退職慰労引当金 ２５，３３５千円
減損損失 ３８３，５３７千円
その他 ２５，２３７千円
繰延税金資産小計 ５５５，０５７千円
評価性引当金 ▲４８０，３９８千円
繰延税金資産合計 ７４，６５８千円

４．金融商品関係
（１）金融商品の時価に関する事項
　　　「現金及び預金」「受取手形」「完成工事未収入金」「契約資産」「売掛金」「関係会社短期貸付金」
　　「預け金」「工事未払金」については、短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似する
　　ものであることから、記載を省略しております。

（２）市場価格のない株式等

28千円

種類 貸借対照表計上額

　非上場株式 102,897千円

　出資金

  合計 102,925千円



５．賃貸等不動産関係
（１）賃貸等不動産の状況に関する事項
　　　当社は、大阪府その他の地域において、一部オフィスとして賃貸している所有ビル（土地を含む。）
　　を有しております。

（２）賃貸等不動産の時価に関する事項

（注）１．貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した
　　　　金額であります。
　　　２．当期末の時価は、社外の不動産鑑定士による不動産鑑定書に基づく金額であります。

６．関連当事者との取引関係
（１）親会社および法人主要株主等

（２）子会社

科目 期末残高種類
会社等
の名称

議決権等の
所有(被所有)

割合

関連当事者
との関係

取引の内容 取引金額

3,059千円

102,730千円

持株会社
役員の兼務

賃料の受入

業務委託費用

8,160千円

利息の支払 642千円

業務受託収入

－

－

600千円

科目

貸付金の回収

短期借入金資金の借入

子会社

時価

1,210,000千円

－

5,280千円

1,780千円2,640千円

取引金額

国際エンジ
ニアリング㈱

所有
直接100%

取引の内容
関連当事者
との関係

会社等
の名称

被所有
直接100%

392,405千円

雑収入

業務受託収入

期末残高

－ －

未払費用 1,325千円

関係会社
短期貸付金

629,800千円

－ －

未払費用 548千円

－

業務委託費用 2,304千円

－ －

業務受託収入

賃料の受入

工事未払金 211千円

種類
議決権等の
所有(被所有)

割合

管理業務の
受託

親会社

未収入金

240千円 －

－

機動グローバ
ルホールディ

ングス㈱

貸借対照表計上額

1,710,619千円

エクシオ
グループ㈱

被所有
間接100%

建設工事の
受注

－ －

資金の預入 41,061千円 預け金 －

195,294千円

子会社
機動エンジ
ニアリング㈱

所有
直接100%

管理業務の
受託

出向料等の
支払

14,979千円

利息の受取 1,314千円

600千円

親会社



（３）兄弟会社等

(注)取引条件及び取引条件の決定方針

　1.　資金の預入、借入についてはCMS（キャッシュ・マネジメント・サービス）に係るものであり、市場金利を

　　勘案して利率を合理的に決定しております。なお、取引金額は当期の平均貸付残高または平均借入残高を記載

　　しております。

　2.　建設工事の受注については、その都度価格交渉の上、一般的取引条件と同様に決定しております。

　3.　機械・ソフトウェアの購入については他社からも複数の見積りを入手し、市場の実勢価格を勘案し発注先

　　及び価格を決定しております。

７．１株当たり情報

１株当たり純資産額 １１７，４１１円５３銭
１株当たり当期純利益金額 ８，９３９円５６銭

８．当期純利益金額
３７１，５７２千円

未払金 －

親会社の
子会社

㈱シーピー
ユー

なし
ソフトウェア

の購入
ソフトウェア

の購入
1,806千円 未払金 －

親会社の
子会社

㈱イセキ
開発工機

なし 機械の購入 機械の購入 54,450千円

種類
会社等
の名称

議決権等の
所有(被所有)

割合

関連当事者
との関係

取引の内容 取引金額 科目 期末残高


